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令和４年度いじめ認知件数について 

 

 令和４年度のいじめ認知件数は下記のとおりです。令和５年度も継続して、すべての教職

員が、「いじめはどのこどもにも、どの学校においても起こり得る」 という事実を踏まえ、

生徒の尊厳を守りながら、いじめのない学校づくりに向けて学校組織をあげて取り組みま

す。 

 

記 

 

１ 令和４年度いじめ認知件数   16 件 

 

２ いじめの定義について（新潟県いじめ防止基本方針より） 

 (1) いじめの定義 

いじめとは、いじめ防止対策推進法（以下「法」という。）第２条で、「児童等に対して、

当該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の人的関係※１にある他

の児童等が行う心理的又は物理的な影響※２を与える行為（インターネットを通じて行わ

れるものを含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じている

もの」とされている。 

この定義を踏まえた上で、個々の行為が「いじめ」に当たるか否かについては、表面的・

形式的ではなく、いじめを受けたとされる児童生徒の立場に立って判断する。 

また、いじめには多くの態様がある※３-1ことから、いじめに該当するか否かを判断す

るに当たり、「心身の苦痛を感じているもの」との要件を限定的に解釈することがないよ

う努める。 

 (2) いじめ類似行為の定義 

「いじめ類似行為」とは、県条例第２条２項で、「児童等に対して、当該児童等が在籍

する学校に在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童等が行う心理的

又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるものを含む。）であっ

て、当該児童等が当該行為を知ったときに心身の苦痛を感じる蓋然性の高いもの」※３-2

とされている。新潟県いじめ等の対策に関する条例では「いじめ類似行為」についても防

止等の対策を推進するものとされていることから、新潟県いじめ防止基本方針における

いじめの防止等の対策と認知およびその後の対応については、「いじめ類似行為」に関し

ても同様に取り扱うものとするとしている。 

 



※１ 「一定の人的関係」とは、学校の内外を問わず、同じ学校・学級や部活動の児童

生徒や、塾やスポーツクラブ等当該児童生徒が関わっている仲間や集団（グループ）

等、当該児童生徒と何らかの人的関係を指す。 

※２ 「物理的な影響」とは、身体的な影響のほか、金品をたかられたり、隠されたり、

嫌なことを無理矢理させられたりすること等を意味する。 

※３－１ 具体的ないじめの態様の例 

・冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる 

・仲間はずれ、集団による無視をされる 

・軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする 

・ひどくぶつかられたり、叩かれたり、蹴られたりする 

・金品をたかられる 

※３－２ 具体的ないじめ類似行為の例 

・インターネット上で悪口を書かれた児童生徒がいたが、被害児童生徒がそのことを

知らずにいるような場合など 

 

３ いじめの認知及びその後の対応における留意事項（新潟県いじめ防止基本方針より） 

○ いじめを受けたとされる児童生徒の聴き取り等を行う際には、行為が発生した時点の   

本人や周辺の状況等を客観的に確認する。 

○ いじめの認知は、特定の教職員のみによることなく、法第 22 条の「学校におけるい

じめの防止等の対策のための組織（以下「学校いじめ対策組織」という。）等において

判断する。 

○ 外見的には遊びやけんかのように見える行為でも、見えない所で被害が発生している

場合があること、様々な理由で本人がその事実を否定する場合もあること等を踏まえ、

状況等の確認を行い、児童生徒の感じる被害性に着目し、いじめに該当するか否かを判

断する。 

○ いじめに当たると認知した場合であっても、その全てが厳しい指導を要する場合とは

限らない。好意で行った行為が意図せずに相手側の児童生徒に心身の苦痛を感じさせ

てしまったような場合や教員の指導によらずして良好な関係を再び築くことができた

場合等については、学校は「いじめ」という言葉を使わずに指導する等、柔軟な対応に

よる対処も可能である。ただし、これらの場合であっても、法が定義するいじめに該当

するため、情報を得た教職員は、学校いじめ対策組織へ報告し、情報を共有する。 

○ いじめが犯罪行為として取り扱われるべきと認められるときは、教育的な配慮や被害

者の意向への配慮の上で、早期に警察に相談するものとし、児童生徒の生命、身体又は

財産に重大な被害が生じるおそれのあるときは、直ちに警察に通報し、適切に援助を求

めるものとする。 

 


